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2015.●.●　従業員説明資料
～マイナンバー制度がスタートします～
いよいよ2016年1月からスタートするマイナンバー制度。まずは基本的なことを説明します。

１．マイナンバー制度の概要
　　　全ての個人・法人に個人番号・法人番号を付し、主として社会保障と税の行政手続きで利用する制度です。このうち個人番号は、赤ちゃんから高齢者まで、12桁の数字が1人1人に振られます。


マイナンバー（個人番号）の利用範囲

　　

　　

　　

　　　

２．個人番号の通知方法
　　　マイナンバー「通知カード」は2015年10月5日現在の住民票住所に世帯単位で配布（簡易書留）が開始されます。

　　＊実際の住所と住民票の住所が異なる場合には、実際の住所へ住民票を移動してください。（特別な事情がある場合には、現在お住まいの場所（居所）へ通知カードを送付することが可能です。最寄りの市区町村役場に問い合わせしてください。）
＊＊「通知カード」はダイレクトメールなどと一緒に廃棄してしまわない様に注意してください。
３．個人番号の利用目的
　　　職員（役員等を含む）から収集した、職員、その配偶者や扶養親族のマイナンバー（個人番号）は、以下の目的で使用されます。
　　　1）職員の個人番号
　　　　　○源泉徴収票の作成事務
　　　　　○健康保険・厚生年金保険に関する届出、申請、請求事務
　　　　　○雇用保険・労災保険に関する届出、申請、請求事務
　　　　　○雇用保険・労災保険に関する証明書作成事務
　　　2）職員の配偶者、扶養親族等の個人番号
　　　　　○源泉徴収票作成事務
　　　　　○健康保険・厚生年金保険届出事務
４．注意事項
　　扶養家族の収入について、今後は、マイナンバーの情報連携により厳格に運用されることが予想されます。扶養家族の収入の把握は例年以上に確実に行ってください。
　　収入を過少申告して扶養に入っている場合等には、遡及して扶養から外れて頂く事になります。
　 社会保険料の追加徴収や税金の追加徴収が発生しますので、収入の確認は厳格確実に行ってください。

５．その他
　　Ｑ.マイナンバーはどうやって提出すればよいのか？
　　Ａ.2015年10月5日（月）から順次発送が始まりますが、届くまでに約1カ月程度係ると言われています。提出方法については、専用封筒に必要書類を同封したものをご提出頂く予定です。（詳しい内容については、追ってご連絡致します。）
Ｑ.マイナンバーは必ず提出しなければならないのか？　
Ａ.社会保障や税の決められた書類にマイナンバーを記載することは、法令で定められた義務であることを理解頂き、提供をお願いします。
　　　また、パートタイマーのスタッフも、同様に提供をお願いします。
Ｑ.どの様な方法でマイナンバーは管理されるのか？
Ａ.現時点では、検討段階にあります。厳重管理が行えるシステムの導入等も視野に検討しております。安全で安心な方法で管理を行っていきます。
　　
　　Ｑ.マイナンバーはいつまで保管されるのか？
　　Ａ.退職後7年。
　　　税務上の書類の法定保存期間が退職から7年となっておりますので、法定保存期間中は廃棄しません。7年経過後に、廃棄ルールに従いできるだけ速やかに廃棄を行います。

個人番号及び特定個人情報の適正な取り扱いに関して
株式会社○○○○○は、個人番号及び特定個人情報（以下「特定個人情報等」という。）
の取扱に関し、「行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する
法律（マイナンバー法）」及び「特定個人情報の適正な取り扱いに関するガイドライン
（事業者編）」、並びに「個人情報の保護に関する法律」を遵守します。
株式会社○○○○○は、特定個人情報等の漏洩、滅失又は毀損の防止その他の個人番号の
適切な管理のために、「特定個人情報取扱規程」を定めこれを遵守します。
株式会社○○○○○は、特定個人情報等の取扱を継続的に改善する様に努めます。
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